
   

 

調査計画 

 

１ 調査の名称 

雇用の構造に関する実態調査（パートタイム・有期雇用労働者総合実態調査） 

 

２ 調査の目的 

「短時間労働者及び有期雇用労働者の雇用管理の改善等に関する法律」（以下「パートタイム・有期雇用

労働法」という。）が令和２年４月１日から施行され、同一企業内において、正社員と非正規雇用労働者と

の間で、基本給や賞与などのあらゆる待遇について、不合理な待遇差を設けることが禁止されたことから、

パートタイム・有期雇用労働者の就業形態について、企業における雇用管理の状況、待遇や働き方に対する

労働者個人の意識なども含めて把握し、パートタイム・有期雇用労働法の施行後の状況を明らかにして、パ

ートタイム・有期雇用労働者に関する諸問題に的確に対応した施策の立案に資することを目的とする。 

 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲（■全国 □その他） 

 

（２）属性的範囲（■個人 □世帯 ■事業所 □企業・法人・団体 □地方公共団体 □その他） 

  ＜事業所調査＞ 

   次の①又は②に属する事業所 

① 事業所における産業分類が以下の産業である常用労働者を５人以上雇用している事業所 

② 企業産業分類が以下の産業である国内企業常用雇用者を５人以上雇用している企業等に属する事業所

（単独事業所又は本所である事業所に限る。） 

（注）単独事業所：他の場所に同一経営の本所（本社・本店）や支所（支社・支店）を持たない事業

所をいう。 

本所：他の場所に同一経営の支所（支社・支店）があって、それらの全てを統括している事業

所をいう。 

ア 鉱業，採石業，砂利採取業  

イ 建設業 

ウ 製造業 

エ 電気・ガス・熱供給・水道業 

オ 情報通信業  

カ 運輸業，郵便業 

キ 卸売業，小売業 
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ク 金融業，保険業 

ケ 不動産業，物品賃貸業 

コ 学術研究，専門・技術サービス業 

サ 宿泊業，飲食サービス業 

シ 生活関連サービス業，娯楽業 (家事サービス業を除く。) 

ス 教育，学習支援業 

セ 医療，福祉 

ソ 複合サービス事業 

タ サービス業(他に分類されないもの) (外国公務を除く。) 

 

＜個人調査＞ 

上記の事業所調査①の対象となる事業所に就業しているパートタイム労働者又は有期雇用労働者 

 

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 

（１）報告者数 

   ※ 平成28年経済センサス活動調査、平成28年賃金構造基本統計調査及び平成28年パートタイム労働者

総合実態調査に基づく推計値 

ア 事業所調査 

３の（２）① 約23,000事業所（母集団の大きさ 約190万事業所） 

３の（２）② 約18,000事業所（母集団の大きさ 約100万事業所） 

※ ３の①と②の両方に該当する事業所（約12,000事業所）があるため、事業所調査の全報告者数は、

約29,000事業所となる。 

イ 個人調査 

約23,000人（母集団の大きさ 約1,700万人） 

（２）報告者の選定方法（□全数 ■無作為抽出(□全数階層あり) □有意抽出） 

ア 事業所調査 

 次の①及び②により選定する。 

① 事業所母集団データベース（令和元年次フレーム）における事業所から、産業、事業所規模別に

層化無作為抽出により選定する。 

② 事業所母集団データベース（令和元年次フレーム）における単独事業所又は本所である事業所か

ら、①で選定された事業所を除いて、企業産業分類別、企業規模別に層化無作為抽出により選定

する。 
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イ 個人調査 

上記ア①により選定した事業所のうち、事業所調査の回答のあった事業所を第１次抽出単位とし、

当該事業所において就業しているパートタイム・有期雇用労働者（「無期雇用パートタイム」「有期

雇用パートタイム」「有期雇用フルタイム」全ての就業形態の労働者をいう。以下同じ。）を第２次

抽出単位とした層化二段無作為抽出により選定する。 

 

  なお、報告者数等の詳細については、別添１参照。 

 

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項（詳細は別添調査事項一覧を参照） 

ア 事業所調査（事業所票） 

（ア）事業所の属性 

ａ 事業所が属する組織全体の常用労働者数規模、事業所の常用労働者数 

ｂ 就業形態・性別常用労働者数 

ｃ パートタイム・有期雇用労働者数のうち定年後、継続雇用している常用労働者数 

（イ）雇用管理の状況等 

ａ 企業の主要産業 

ｂ 雇用しているパートタイム・有期雇用労働者の就業形態 

ｃ パートタイム・有期雇用労働者を雇用する理由 

ｄ パートタイム・有期雇用労働者の人事異動の実施状況 

ｅ パートタイム・有期雇用労働者の役職者の種類 

ｆ 就業形態別、基本給決定の際に考慮した内容 

ｇ 就業形態別、教育訓練の実施状況 

ｈ 就業形態別、手当・各種制度の実施及び福利厚生施設の利用状況 

（ウ）正社員への転換制度 

ａ パートタイム・有期雇用労働者の正社員転換制度の有無、その基準 

ｂ パートタイム・有期雇用労働者から正社員に転換する際の雇用形態 

ｃ 過去３年間における正社員への転換希望者、転換者の有無 

ｄ パートタイム・有期雇用労働者を正社員へ転換する際に支障となる点 

（エ）待遇の説明 

ａ 令和２年４月以降（中小企業の場合は、令和３年４月以降）のパートタイム・有期雇用労働者

への待遇の雇入れ時の説明 

ｂ 令和２年４月以降（中小企業の場合は、令和３年４月以降）のパートタイム・有期雇用労働者
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への正社員との待遇差に関する説明の有無及び説明方法 

（オ）正社員と職務が同じパートタイム・有期雇用労働者の雇用管理の状況 

ａ 正社員と職務が同じパートタイム・有期雇用労働者の有無、基本賃金、役職手当、賞与、退職

金の支払の有無及び算定方法 

ｂ 正社員と比較した場合の１時間当たりの基本賃金の割合 

（カ）職務、人事異動等の有無や範囲が正社員と同じパートタイム・有期雇用労働者の有無 

（キ）パートタイム・有期労働法等に関する知識 

（ク）令和２年４月（中小企業の場合は、令和３年４月）に施行された「不合理な待遇差の禁止」に対

応するための見直しの有無及び見直し内容 

 ※ （イ）～（ク）は単独事業所又は本所である事業所に対してのみ回答を求めるものとする。 

 

イ 個人調査（個人票） 

（ア）個人の属性 

ａ 性、年齢 

ｂ 最終学歴又は在学の状況 

ｃ 正社員として働いた経験の有無 

ｄ 配偶者の有無、配偶者の就業状況等、配偶者の昨年の年収階級 

ｅ 同居家族の有無及び同居家族の続柄 

ｆ 主な収入源 

ｇ 現在の就業形態 

ｈ 現在の会社における勤続期間 

ｉ １週間の出勤日数、１日の所定労働時間 

ｊ 令和３年９月の残業の有無、月間残業時間 

（イ）働いている理由、現在の就業形態を選んだ理由 

（ウ）パートタイム・有期雇用労働者の労働条件等について 

ａ 給与形態 

ｂ 令和２年（１年間）に現在の就業形態で働いて得た年収 

ｃ 雇用保険の加入の有無、社会保険の種類別加入状況 

ｄ 過去１年間の就業調整の有無及び就業調整の理由 

ｅ 現在の職種 

ｆ 役職の有無及び内容 

ｇ 業務の内容及び責任の程度が同じ正社員の有無、正社員と比較した場合の賃金水準についての

意識 
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ｈ 教育訓練（ＯＪＴ）の状況 

ｉ 教育訓練（Ｏｆｆ－ＪＴ）の有無及び内容 

ｊ 利用できる福利厚生 

ｋ 利用できる休暇制度、休暇取得のしやすさ、休暇取得がしにくい理由 

ｌ パートタイム・有期労働法等に関する知識 

ｍ 採用時等におけるパートタイム・有期雇用労働者の待遇についての説明状況 

ｎ 令和２年４月以降（中小企業で働いている場合は、令和３年４月以降）の正社員の待遇との差

についての説明の要求の有無及び結果、説明を求めたことがない理由 

（エ）パートタイム・有期雇用労働者の仕事についての考え方 

ａ 現在の会社や仕事に対する不満・不安の有無及び内容、賃金についての不満・不安 

ｂ 今後の働き方の希望 

ｃ 正社員になりたいと考える理由 

ｄ 正社員になった場合に希望する制度 

 

〔集計しない事項の有無〕 無■ 有□ 

   

（２）基準となる期日又は期間 

令和３年10月１日現在。ただし、「報告を求める事項」に記載した項目のうち、ア（ウ）ｃについて

は、基準日の前月から過去３年間（平成30年10月～令和３年９月）。ア（エ）ａ～ｂは令和２年４月以降

（中小企業の場合は、令和３年４月以降）。イ（ア）ｄの配偶者の昨年の年収階級については、令和２年

の１年間（１月～12月）。イ（ア）ｊについては、令和３年９月。イ（ウ）ｂについては、令和２年の１

年間（１月～12月）。イ（ウ）ｄについては、基準日の前月から過去１年間（令和２年10月～令和３年９

月）。イ（ウ）ｍについては、採用時。イ（ウ）ｎについては、令和２年４月以降（中小企業で働いてい

る場合は、令和３年４月以降）。 

 

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査系統 

ア 事業所調査 

配布：厚生労働省－民間事業者－報告者 

取集：報告者－厚生労働省 

イ 個人調査 

配布：厚生労働省－民間事業者－調査対象事業所－報告者 

取集：報告者－厚生労働省 

5



（２）調査方法 

■郵送調査 ■オンライン調査（■政府統計共同利用システム □独自のシステム □電子メール）

□調査員調査 □その他（ ） 

〔調査方法の概要〕 

ア 事業所調査（事業所票）

調査票の配布：民間事業者が、配布する事業所票及び調査用品の封入・封緘を行い、郵送する。

調査票の回収：報告者から厚生労働省あてに調査票を郵送、又はオンラインで回答する。

督促：民間事業所が葉書、電話による督促を行う。

イ 個人調査（個人票）

調査票の配布：① 個人調査の対象となる事業所（４（２）ア①の事業所）から取集した事業所票に

基づき、事業所ごとに、個人票の報告を求める調査対象労働者数を算出する（個人調

査の調査対象労働者数の算定方法は、別添１参照）。 

② 民間事業者から、①の調査対象事業所に対して、算出した数の個人票を郵送す

る。

③ 調査対象事業所が、当該事業所内の労働者に個人票を配布する。

調査票の取集：報告者から厚生労働省あてに調査票を郵送する。 

７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

□１回限り □毎月 □四半期 □１年 □２年 □３年 □５年 ■不定期 □その他（   ）

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

ア 事業所調査

令和３年９月下旬～10月中旬

イ 個人調査

令和３年10月中旬～11月末日

※ 事業所票の回収時期に応じて、複数回に分けて、事業所に対して個人票を郵送するため、調査の

始期は事業所により異なる。

８ 集計事項 

別添２を参照
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９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表・非公表の別（■全部公表 □一部非公表 □全部非公表） 

（２）公表の方法（■e-Stat  □インターネット（e-Stat以外） ■印刷物  □閲覧） 

調査結果の概況及び調査結果報告書とも、インターネット（厚生労働省ホームページ及びe-Stat）及び

印刷物により公表する。 

（３）公表の期日 

調査結果の概況については、令和４年11月までに公表する。また、調査結果報告書の作成は令和５年３

月までに行う。 

10 使用する統計基準等 

■使用する→■日本標準産業分類 ■日本標準職業分類 □その他（    ） 

□使用しない

調査対象の範囲を画定する際に、日本標準産業分類を使用する。また、集計結果の産業別及び職種別の表

示においても、日本標準産業分類及び日本標準職業分類を使用する。 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

（１）調査票情報の保存期間 

・記入済み調査票：１年

・調査票の内容を記録した電磁的記録媒体：常用

（２）保存責任者 

・記入済み調査票：厚生労働省政策統括官付参事官付統計管理官（雇用・賃金福祉統計室長）

・調査票の内容を記録した電磁的記録媒体：厚生労働省政策統括官付参事官（企画調整担当）

7



（別添１） 

  

パートタイム・有期雇用労働者総合実態調査の標本設計 

（※当初の標本設計に、今回の見直し及びその影響を修正・追記したもの） 

 

１ 標本設計の考え方 

パートタイム・有期雇用労働法が令和 2 年 4 月 1 日から施行されたことから、パ

ートタイム・有期雇用労働者の就業形態について、企業における雇用管理の状況、待

遇や働き方に対する労働者個人の意識なども含めて把握し、パートタイム・有期雇

用労働法の施行後の状況を明らかにして、パートタイム・有期雇用労働者に関する

諸問題に的確に対応した施策の立案を行う必要がある。 

 

 本調査は、パートタイム・有期雇用労働法の施行後の状況を明らかにするために

実施するが、 

・有期雇用労働者も法の対象に含まれること 

・パートタイム・有期雇用労働法では、企業単位で正社員と非正規雇用労働者の待

遇格差をなくす必要があること 

を踏まえ、 

①事業所において就業しているパートタイム・有期雇用労働者に個人調査を実施し、

パートタイム・有期雇用労働者の意識等を把握するとともに、 

② 単独事業所又は本所である事業所（以下「本所等」という。）を対象に事業所調査

を実施し、企業等におけるパートタイム・有期雇用労働者の就業状況等を把握す

る 

こととする。 

 

①の調査については、 

(a) 最新の事業所母集団データベースにおける事業所から、産業、規模別に層化無

作為抽出により事業所を選定して、事業所調査を実施し、パートタイム・有期雇用

労働者数を把握 

(b) (a)で把握したパートタイム・有期雇用労働者数に基づき、(a)で回答のあった

事業所に就業するパートタイム・有期雇用労働者に対して、個人調査を実施 

する。 

 

また、②の調査については、 

(c) (a)の対象事業所のうち本所等に該当する事業所に加えて、一定の精度を確保す

るために、最新の事業所母集団データベースにおける本所等から、企業産業、企業

規模別に層化無作為抽出により選定して、②の事業所調査を実施 

する。 

※ (a)の対象事業所のうち、支所（本所等でない事業所）については、②の企業等



 

 

におけるパートタイム・有期雇用労働者の就業状況等を把握するための調査項目

は回答不要とする。 

 

 

２ 標本抽出の具体的な方法 

◎調査の範囲 

  ＜事業所調査＞ 

    以下の（Ａ）又は（Ｂ）に該当する事業所 

（Ａ）事業所における産業分類が以下の産業である常用労働者を５人以上雇

用している事業所 

（Ｂ）本所等における企業産業分類が以下の産業である国内企業常用労働者

を５人以上雇用している企業等に属する本所等 

 

※ 事業所調査の対象となる産業（企業又は事業所）は、全国の 16 大産業

（鉱業，採石業，砂利採取業、建設業、製造業、電気・ガス・熱供給・水

道業、情報通信業、運輸業，郵便業、卸売業，小売業、金融業，保険業、

不動産業，物品賃貸業、学術研究，専門・技術サービス業、宿泊業，飲食

サービス業、生活関連サービス業，娯楽業、教育，学習支援業、医療，福

祉、複合サービス事業、サービス業（他に分類されないもの）） 

 

＜個人調査＞ 

事業所調査のうち、（Ａ）の対象となる事業所に就業しているパートタイム労

働者又は有期雇用労働者 

  

◎抽出枠 

事業所については、最新の事業所母集団データベースにおける事業所名簿、労

働者については、それらの事業所に雇用されるパートタイム・有期雇用労働者で

ある。 

 

 

◎抽出方法 

《個人調査》 

個人調査の抽出は以下のとおり行う。 

（１）（Ａ）の事業所について、産業別・規模別に層化無作為抽出を行う。 

（２）（１）で抽出した事業所に対して事業所票を配布して事業所調査を行い、 

(ⅰ)有期雇用パートタイム労働者、(ⅱ)無期雇用パートタイム労働者、(ⅲ)有

期雇用フルタイム労働者 

 の３区分別に労働者数を把握する。 

（３）（２）で事業所調査の回答のあった事業所における３区分のそれぞれの労働者に

対して個人票を配布して個人調査を行う。 



 

 

  ただし、各区分の個人調査の調査対象は以下のとおりとする。 

・（２）で回答のあった事業所から約 4,000 事業所を抽出して、個人調査の対象事

業所とする。 

 ※ 当初は、 

ア (ⅰ)については、（２）で回答のあった事業所の１／２を対象とし、 

イ （ⅱ）及び（ⅲ）については、（２）で回答のあった事業所の全てを対象

とする 

予定であったが、(ⅰ)の調査対象者数が想定より少なかったことから、アの

事業所から調査対象事業所を抽出し、その全ての事業所で（ⅰ）～（ⅲ）の労

働者を調査するよう、調査方法を見直す。 

   ＊ なお、抽出した全ての事業所において、（ⅰ）～（ⅲ）の各労働者を調査することとなる

が、これらの区分の労働者がいない事業所では、当然、当該区分の労働者は調査されない。 

・ 各事業所における個人調査の調査対象者数は以下を上限とし、上限を上回る区

分がある事業所においては、事業所が各区分の労働者から上限となる人数を無

作為に抽出して個人票を配布する。 

(ⅰ)有期雇用パートタイム労働者：３人 

(ⅱ)無期雇用パートタイム労働者：５人 

(ⅲ)有期雇用フルタイム労働者：５人 

 

 

《事業所調査》 

（Ｂ）の事業所調査の抽出は以下のとおり行う。 

（１）本所等を調査対象として、企業産業別、企業規模別の報告者数をあらかじめ設

定する。 

（２）個人調査の（１）の事業所のうち本所等を企業産業別、企業規模別に集計し、

上記（１）の報告者数から控除した数を、無作為に抽出する。 

（３）個人調査の（１）の事業所のうち本所等と、上記（２）により抽出した本所等

に対して、事業所票を配布して事業所調査を行う。 

 

 

◎目標精度及び目標回収率 

《個人調査》 

 事業所票の回収率を約 60%、個人票の回収率を 60%として、産業・規模別に、(ⅰ)～

(ⅲ)のそれぞれの労働者区分ごとに標準誤差（下記の算式）が当初の見込みで原則約

10％以内となるように考慮して設定し、以下のとおりの報告者数とした。 

※ ただし、事業所抽出率を 100%としても標準誤差が 10%を超える産業・規模区分が

存在するため、当該区分については標準誤差約 10%の精度を確保できない。 

 



 

 

    𝐶𝐶 = ��
1
𝑚𝑚
−

1
𝑀𝑀
�𝑆𝑆2 + �

1
𝑛𝑛
−
𝑀𝑀
𝑁𝑁
･

1
𝑚𝑚
�𝑝𝑝(1 − 𝑝𝑝) 

   𝐶𝐶：標準誤差 

   𝑀𝑀：事業所総数 

   𝑚𝑚：個人調査の調査対象事業所の回収事業所数 

     𝑁𝑁：労働者数 

     𝑛𝑛：回収労働者数 

     𝑆𝑆：ある属性をもつ労働者の割合の事業所間標準偏差の最大値（＝0.5） 

     𝑝𝑝：ある属性を持つ労働者の割合（0.5 のとき C が最大） 

 

事業所調査（Ａ）の事業所における報告者数：約 23,000 事業所 

 うち、個人調査の調査対象事業所数（調査方法見直し後）：約 4,000 事業所 

 個人調査の報告者数（調査方法見直し後の見込み）：約 23,000 人 

(ⅰ)有期雇用パートタイム労働者：約 6,500 人〔約 10,000 人〕 

(ⅱ)無期雇用パートタイム労働者：約 5,700 人〔約 6,700 人〕 

(ⅲ)有期雇用フルタイム労働者：約 10,800 人〔約 6,600 人〕 

 ※〔 〕内の数値は見直し前の当初の見込み 

 

 〔見直しによる精度への影響〕 

  今回の見直しの影響については、産業・規模別に異なるが、 
1
𝑚𝑚
≫ 1

𝑀𝑀
 1
𝑛𝑛
≫ 𝑀𝑀

𝑁𝑁
∙ 1
𝑚𝑚
 とすれば、 

𝐶𝐶 = �1
𝑚𝑚𝑆𝑆2 +

1
𝑛𝑛𝑝𝑝

(1 − 𝑝𝑝) = 0.5 × �1
𝑚𝑚 +

1
𝑛𝑛 

となるため、これに基づき、今回の見直しによる影響を粗く試算すると、以下のとおりと

なる。 

 𝑚𝑚の変化 𝑛𝑛の変化 標準誤差の変化 

有期雇用パートタ

イム労働者 

4100（＝23000/2×60%×60%） 

→2400（＝4000×60%） 

6000（＝10000×60%） 

→3900（＝6500×60%） 

1.28 倍 

 

無期雇用パートタ

イム労働者 

8300（＝23000×60%×60%） 

→2400（＝4000×60%） 

4000（＝6700×60%） 

→3400（＝5700×60%） 

1.39 倍 

有期雇用フルタイ

ム労働者 

8300（＝23000×60%×60%） 

→2400（＝4000×60%） 

4000（＝6600×60%） 

→6500（＝10800×60%） 

1.24 倍 

※ 事業所票、個人票ともに回収率を 60%で試算 

※ 標準誤差の変化は�1
𝑚𝑚

+ 1
𝑛𝑛
 の変化率を計算 

※ 誤差の見積もりは S=0.5,p=0.5 として計算しているため、全ての区分で誤差が増加すると

いう結果になっているが、S（割合の事業所間標準偏差の最大値）が小さかった場合、調査対

象労働者数（n）が増加している有期雇用フルタイムの精度はよくなっている可能性がある。 



 

 

 

《事業所調査》 

企業産業、企業規模別に標準誤差（下記の算式）が約5％以内（回収率を約60％）

となるように考慮して設定し、本所等である事業所調査の報告者数は約18,000の事業

所数とした。 

    𝐶𝐶 = �𝑁𝑁 − 𝑛𝑛
𝑁𝑁 − 1

･
𝑝𝑝(1− 𝑝𝑝)

𝑛𝑛
 

 

     𝐶𝐶：標準誤差 

     𝑁𝑁：本所等の総数 

     𝑛𝑛：回収事業所数 

     𝑝𝑝：ある属性を持つ事業所割合（0.5 のとき C が最大） 

 

ただし、個人調査の調査対象予定であった本所等は約12,000事業所と見込まれるこ

とから、事業所調査の報告者数の見込みは以下のとおりとなる。 

 （ア）個人調査の調査対象予定であった事業所数：約 23,000 事業所 

（イ）（ア）のうち本所等：約 12,000 事業所 

（ウ）事業所調査のみを行う事業所数（本所等）：約 6,000 事業所 

 

 事業所調査の報告者数：（ア）＋（ウ）＝約 29,000 事業所 

  うち、企業等におけるパートタイム・有期雇用労働者の就業状況等に回答する

事業所数：（イ）＋（ウ）＝約 18,000 事業所 



別添２ 

雇用の構造に関する実態調査（パートタイム・有期雇用労働者総合実態調査） 集計事項 

（事業所票） 

第 1-1表 事業所産業・事業所規模・企業規模、就業形態別労働者がいる事業所数 

第 1-2表 事業所産業・事業所規模・企業規模、就業形態別労働者がいる事業所割合 

第 2-1表 事業所産業・事業所規模・企業規模、性、就業形態別労働者数 

第 2-2表 事業所産業・事業所規模・企業規模、性、就業形態別労働者割合 

第 2-3表 事業所産業・事業所規模・企業規模、就業形態、性別労働者割合 

第３表 事業所産業・企業規模・事業所規模、パートタイム・有期雇用労働者がいる事業所におけ

る定年後に継続雇用しているパートタイム・有期雇用労働者割合 

第 4-1表 企業産業・企業規模、雇用しているパートタイム・有期雇用労働者の就業形態別企業数 

第 4-2表 企業産業・企業規模、雇用しているパートタイム・有期雇用労働者の就業形態別企業割

合 

第５表 就業形態（正社員を除く）、企業産業・企業規模、パートタイム・有期雇用労働者を雇用

する理由別企業割合 

第６表 就業形態（正社員を除く）、企業産業・企業規模、パートタイム・有期雇用労働者の人事

異動の実施状況別企業割合 

第７表 就業形態（正社員を除く）、企業産業・企業規模、パートタイム・有期雇用労働者の役職

者の有無及び種類別企業割合 

第８表 就業形態、企業産業・企業規模、基本給決定の際に考慮した内容別企業割合 

第９表 就業形態、企業産業・企業規模、教育訓練の実施状況別企業割合 

第 10表 就業形態、企業産業・企業規模、手当等各種制度の実施及び福利厚生施設の利用状況別企

業割合 

第 11表 企業産業・企業規模、パートタイム・有期雇用労働者の各就業形態における正社員転換制

度の有無及び転換の基準別企業割合 

第 12表 企業産業・企業規模、パートタイム・有期雇用労働者から正社員に転換する際の雇用形態

別企業割合 

第 13表 企業産業・企業規模、過去３年間における正社員への転換希望者、転換者の有無別企業割

合 

第 14表 企業産業・企業規模、パートタイム・有期雇用労働者を正社員に転換する際に支障となっ

ている点別企業割合 

第 15表 企業産業・企業規模、採用時等におけるパートタイム・有期雇用労働者への待遇の説明実

施状況別企業割合 

第 16表 企業産業・企業規模、パートタイム・有期雇用労働者に対する正社員との待遇差の説明の

有無及び説明方法別企業割合 

第 17表 企業産業・企業規模、正社員と職務が同じパートタイム・有期雇用労働者の有無別企業割

合 

第 18表 給与・手当等の種類、企業産業・企業規模、正社員と職務が同じパートタイム・有期雇用

労働者の手当等の支払の有無及び給与・手当等の算定方法別企業割合 



第 19表 企業産業・企業規模、正社員と職務が同じパートタイム・有期雇用労働者を正社員と比較

した場合の１時間当たりの基本賃金の割合階級（状況）別企業割合 

第 20表 企業産業・企業規模、正社員と職務が同じで、かつ人事異動等の有無や範囲が同じパート

タイム・有期雇用労働者の有無別企業割合

第 21表 企業産業・企業規模、パートタイム・有期雇用労働者に関する法令の認知度別企業割合 

第 22表 企業産業・企業規模、不合理な待遇差の禁止に対応するための見直し状況別企業割合 

第 23表 企業産業・企業規模、パートタイム・有期雇用労働者の待遇の見直しを行った企業におけ

る見直し項目別企業割合 

（個人票） 

第 1-1表 年齢階級・配偶者の有無・職種、就業形態、性別労働者数 

第 1-2表 年齢階級・配偶者の有無・職種、就業形態、性別労働者割合 

第２表 就業形態、性、職種・最終学歴、年齢階級別労働者割合 

第３表 就業形態、性、年齢階級・職種、最終学歴別労働者割合 

第４表 就業形態、性、年齢階級・職種・最終学歴、正社員として働いた経験の有無別労働者割合 

第５表 就業形態、性、年齢階級・昨年１年間に現在の就業形態で得た年収階級、配偶者の有無、

配偶者の就業状況別労働者割合 

第６表 就業形態、性、年齢階級・昨年１年間に現在の就業形態で得た年収階級・配偶者の有無・

配偶者の就業状況、配偶者の昨年の年収階級別労働者割合 

第７表 就業形態、性、年齢階級・主な収入源・最終学歴、同居家族の有無及び同居家族の続柄別

労働者割合 

第８表 就業形態、性、年齢階級・配偶者の有無・同居家族の有無及び同居家族の続柄、主な収入

源別労働者割合 

第９表 就業形態、性、事業所産業・事業所規模・年齢階級・職種、現在の会社における勤続期間

階級別労働者割合 

第 10表 就業形態、性、年齢階級・職種・主な収入源、配偶者の有無、１週間の出勤日数階級別労

働者割合、1週当たりの平均出勤日数 

第 11表 就業形態、性、年齢階級・職種・１週間の出勤日数階級・配偶者の有無、１日の所定労働

時間階級別労働者割合、1日当たりの平均所定労働時間 

第 12表 就業形態、性、年齢階級・職種・主な収入源、令和３年９月の残業の有無、月間残業時間

階級別労働者割合、平均月間残業時間 

第 13表 就業形態、性、年齢階級・配偶者の有無・配偶者の昨年の年収階級・主な収入源・今後の

働き方の希望、働いている理由別労働者割合 

第 14表 就業形態、性、年齢階級・配偶者の有無・配偶者の就業状況等・配偶者の昨年の年収階級・

主な収入源・今後の働き方の希望、現在の就業形態を選んだ理由別労働者割合 

第 15表 就業形態、性、年齢階級・職種、給与形態別労働者割合 

第 16表 就業形態、性、年齢階級・職種・配偶者の有無・配偶者の就業状況等・配偶者の昨年の年

収階級・主な収入源、昨年１年間に現在の就業形態で得た年収階級別労働者割合 

第 17表 就業形態、性、事業所産業・事業所規模・年齢階級・職種、雇用保険の加入の有無別労働

者割合 

第 18表 就業形態、性、年齢階級・配偶者の有無・配偶者の就業状況等・配偶者の昨年の年収階級・



雇用保険の加入の有無、公的年金の加入状況別労働者割合 

第 19表 就業形態、性、年齢階級・配偶者の有無・配偶者の就業状況等・配偶者の昨年の年収階級・

雇用保険の加入の有無、公的医療保険の加入状況別労働者割合 

第 20表 就業形態、性、年齢階級・配偶者の有無・配偶者の就業状況等・配偶者の昨年の年収階級・

主な収入源、過去１年間の就業調整の有無及び就業調整をしていない理由別労働者割合 

第 21表 就業形態、性、年齢階級・配偶者の有無・配偶者の就業状況等・配偶者の昨年の年収階級・

主な収入源、就業調整の理由別労働者割合 

第 22表 就業形態、性、年齢階級・配偶者の有無・最終学歴・主な収入源、職種別労働者割合 

第 23表 就業形態、性、年齢階級・職種・正社員として働いた経験の有無・現在の会社における勤

続期間階級、役職の有無及び役職の種類別労働者割合 

第 24表 就業形態、性、年齢階級・職種・現在の会社における勤続期間階級・役職の有無、業務の内容

及び責任の程度が同じ正社員の有無別労働者割合 

第 25表 就業形態、性、年齢階級・職種・正社員として働いた経験の有無・現在の会社における勤

続期間階級・役職の有無、業務の内容及び責任の程度が同じ正社員と比較した賃金水準について

の意識別労働者割合 

第 26表 就業形態、性、年齢階級・職種・役職の有無・業務の内容及び責任の程度が同じ正社員の

有無、教育訓練（ＯＪＴ）の状況別労働者割合 

第 27表 就業形態、性、年齢階級・職種・役職の有無・業務の内容及び責任の程度が同じ正社員の

有無、教育訓練（Ｏｆｆ－ＪＴ）の有無及び内容別労働者割合 

第 28表 就業形態、性、年齢階級・職種・業務の内容及び責任の程度が同じ正社員の有無、パート

タイム・有期雇用労働者が利用できる福利厚生別労働者割合

第 29表 就業形態、性、年齢階級・職種・業務の内容及び責任の程度が同じ正社員の有無、パート

タイム・有期雇用労働者が利用できる休暇制度別労働者割合

第 30表 就業形態、性、年齢階級・職種・業務の内容及び責任の程度が同じ正社員の有無、休暇の

取得のしやすさ、休暇が取得しにくい理由別労働者割合 

第 31表 就業形態、性、年齢階級・職種・最終学歴、パートタイム・有期雇用労働者に関する法令

の認知度別労働者割合 

第 32表 就業形態、性、年齢階級・職種、採用時等における待遇についての説明状況別労働者割合 

第 33表 就業形態、性、年齢階級・職種、待遇についての説明の要求の有無及び結果別労働者割合 

第 34表 就業形態、性、年齢階級・職種、待遇についての説明を求めたことがない理由別説明を求

めたことがない労働者割合 

第 35表 就業形態、性、年齢階級・職種・正社員として働いた経験の有無・現在の会社における勤

続期間階級・業務の内容及び責任の程度が同じ正社員の有無、現在の会社や仕事に対する不満・

不安の有無及び内容別労働者割合 

第 36表 就業形態、性、年齢階級・職種・正社員として働いた経験の有無・現在の会社における勤

続期間階級・業務の内容及び責任の程度が同じ正社員の有無、賃金についての不満・不安の内容

別労働者割合 

第 37表 就業形態、性、年齢階級・職種・配偶者の有無・最終学歴・主な収入源、今後の働き方の

希望別労働者割合 

第 38表 就業形態、性、年齢階級・職種・配偶者の有無・最終学歴・主な収入源、正社員になりた

いと考える理由別労働者割合 



第 39表 就業形態、性、年齢階級・職種・配偶者の有無・最終学歴・主な収入源、正社員になった

場合に希望する制度別労働者割合 

※ 各用語の定義は以下のとおりである。

・「事業所産業」とは、事業所票の調査対象となる事業所の産業分類

・「企業産業分類」とは、事業所票の問３で回答する産業分類

・「企業規模」とは、事業所票の問１で回答する規模

・「事業所規模」とは、事業所票の問２（１）で回答する常用労働者数の階級別に集計したもの

※ 事業所票の第 1-1表～第３表は、本所・本社以外の事業所も含めた集計である。



別添 

雇用の構造に関する実態調査（パートタイム・有期雇用労働者総合実態調査） 

調査事項一覧 

１ 事業所調査（事業所票） 

（１）事業所の属性

ア 事業所が属する組織全体の常用労働者数規模、事業所の常用労働者数

イ 性別の以下の常用労働者数

ａ 正社員及びうち短時間正社員（人） 

ｂ パートタイム・有期雇用労働者（無期雇用パートタイム、有期雇用パー

トタイム、有期雇用フルタイムの別）及びうち定年後雇用している労働

者 

ｃ 臨時労働者 

ｄ 派遣労働者（受け入れ） 

（２）雇用管理の状況等

ア 企業の主要産業

イ パートタイム・有期雇用労働者の有無

ウ パートタイム・有期雇用労働者を雇用する理由

エ パートタイム・有期雇用労働者の人事異動の実施状況

オ パートタイム・有期雇用労働者の役職者の種類

カ パートタイム・有期雇用労働者の基本給決定の際に考慮した内容

キ 正社員及びパートタイム・有期雇用労働者の教育訓練の実施状況

ク 正社員、パートタイム・有期雇用労働者の手当・各種制度の実施及び福

利厚生施設の利用状況 

（３）パートタイム・有期雇用労働者の正社員への転換制度

ア パートタイム・有期雇用労働者の正社員転換制度の有無、その基準

イ パートタイム・有期雇用労働者から正社員に転換する際の雇用形態

ウ 過去３年間におけるパートタイム・有期雇用労働者から正社員への転換

希望者、転換者の有無

エ パートタイム・有期雇用労働者を正社員へ転換する際に支障となる点

（４）待遇の説明

ア 令和２年４月以降（中小企業の場合は、令和３年４月以降）のパートタ

イム・有期雇用労働者への待遇の雇入れ時の説明の有無及び説明方法

イ 令和２年４月以降（中小企業の場合は、令和３年４月以降）のパートタ

イム・有期雇用労働者への正社員との待遇差に関する説明の有無及び説



明方法 

（５）正社員と職務が同じパートタイム・有期雇用労働者の雇用管理の状況

ア 正社員と職務が同じパートタイム・有期雇用労働者の有無、基本賃金、

役職手当、賞与、退職金の支払の有無及び算定方法

イ 正社員と職務が同じパートタイム・有期雇用労働者の正社員と比較した

場合の１時間当たりの基本賃金の割合

（６）職務、人事異動等の有無や範囲が正社員と同じパートタイム・有期雇

用労働者の有無 

（７）パートタイム・有期労働法の制度別の知識の状況

（８）令和２年４月（中小企業の場合は、令和３年４月）に施行された「不合

理な待遇差の禁止」に対応するための見直しの有無及び見直し内容 

※ （２）～（８）は単独事業所又は本所である事業所に対してのみ回答を

求めるものとする。 

２ 個人調査（個人票） 

（１）個人の属性

ア 性、年齢

イ 最終学歴又は在学の状況

ウ 正社員として働いた経験の有無

エ 配偶者の有無、配偶者の就業状況等、配偶者の昨年の年収階級

オ 同居家族の有無及び同居家族の続柄

カ 主な収入源

キ 現在の就業形態

ク 現在の会社における勤続期間

ケ １週間の出勤日数、１日の所定労働時間

コ 令和３年９月の残業の有無、月間残業時間

（２）働いている理由、現在の就業形態を選んだ理由

（３）パートタイム・有期雇用労働者の労働条件等について

ア 給与形態

イ 令和２年（１年間）に現在の就業形態で働いて得た年収

ウ 雇用保険の加入の有無、社会保険の種類別加入状況

エ 過去１年間の就業調整の有無及び就業調整の理由

オ 現在の職種

カ 役職の有無及び内容

キ 業務の内容及び責任の程度が同じ正社員の有無、正社員と比較した場

合の賃金水準についての意識



ク 教育訓練（ＯＪＴ）の状況

ケ 教育訓練（Ｏｆｆ－ＪＴ）の有無及び内容

コ 利用できる福利厚生

サ 利用できる休暇制度、休暇取得のしやすさ、休暇取得がしにくい理由

シ パートタイム・有期労働法等に関する知識

ス 採用時等におけるパートタイム・有期雇用労働者の待遇についての説

明状況

セ 令和２年４月以降（中小企業で働いている場合は、令和３年４月以降）

の正社員の待遇との差についての説明の要求の有無及び結果、説明を求

めたことがない理由

（４）パートタイム・有期雇用労働者の仕事についての考え方

ア 現在の会社や仕事に対する不満・不安の有無及び内容、賃金について

の不満・不安

イ 今後の働き方の希望

ウ 正社員になりたいと考える理由

エ 正社員になった場合に希望する制度



（参考） 

集計・推計方法について 

 

（１）集計業務の実施系統 

厚生労働省において集計した。 

 

（２）推計方法 
 

ア 事業所調査における推計方法  

企業全体（組織全体）の状況を単独事業所又は本所である事業所（以下、「企業」という。）に

対して調査した事業所調査における「ある属性を有する企業割合」の推計値については、以下のと

おり算出した。 

 

ℎ = 1,2,⋯ ,𝐻𝐻：企業調査における層（企業規模、企業産業別） 

𝑀𝑀ℎ：層 ℎ における母集団企業数 

𝑀𝑀 =  �𝑀𝑀ℎ

𝐻𝐻

ℎ=1

 

𝑚𝑚ℎ：層 ℎ における回答企業数 

𝑥𝑥ℎ𝑖𝑖：層 ℎ における第 𝑖𝑖 番目（𝑖𝑖 = 1,2,⋯ ,𝑚𝑚ℎ）の回答企業のある属性の有無（属性があれば

「1」、なければ「0」） 

このとき、「ある属性を有する企業割合」の推計値 𝑥𝑥� は、 

𝑥̅𝑥 =  
1
𝑀𝑀  �  

𝑀𝑀ℎ

𝑚𝑚ℎ
 �𝑥𝑥ℎ𝑖𝑖

𝑚𝑚ℎ

𝑖𝑖=1

𝐻𝐻

ℎ=1

 

で算出した。ただし、𝑀𝑀ℎ <  𝑚𝑚ℎ となる層がある場合は、
𝑀𝑀ℎ 𝑚𝑚ℎ
� = 1 として算出した。 

 

イ 個人調査における推計方法  

個人調査は、事業所調査に回答のあった事業所を第 1次抽出単位、当該事業所において就業して

いる「無期雇用パートタイム労働者」、「有期雇用パートタイム労働者」、「有期雇用フルタイム

労働者」を第 2次抽出単位とする層化二段無作為抽出であるため、ある属性を有する「無期雇用パ

ートタイム労働者」、「有期雇用パートタイム労働者」、「有期雇用フルタイム労働者」の推計値

について、以下のとおり算出した。 

 

𝑘𝑘 = 1,2,⋯ ,𝐾𝐾：個人調査における層（事業所規模、事業所産業別） 

𝑀𝑀𝑘𝑘：層 𝑘𝑘 における母集団事業所数 

𝑀𝑀 =  �𝑀𝑀𝑘𝑘

𝐾𝐾

𝑘𝑘=1

 

𝑚𝑚𝑘𝑘：層 𝑘𝑘 における回答事業所数 

𝑒𝑒 = 1,2,3：パートタイム・有期雇用労働者の就業形態（𝑒𝑒 = 1 は「無期雇用パートタイム」を、

𝑒𝑒 = 2 は、「有期雇用パートタイム」を、𝑒𝑒 = 3 は「有期雇用フルタイム」を表す。） 

𝑔𝑔 = 1,2：パートタイム・有期雇用労働者の性別（𝑔𝑔 = 1 は男、𝑔𝑔 = 2 は女、空白は男女計を表

す。） 

𝑁𝑁𝑘𝑘𝑘𝑘
𝑒𝑒𝑒𝑒

：層 𝑘𝑘 における第 𝑖𝑖 番目（𝑖𝑖 = 1,2,⋯ ,𝑚𝑚𝑘𝑘）の回答事業所における就業形態 𝑒𝑒 、性別 𝑔𝑔 のパート

タイム・有期雇用労働者の総数 

このとき、事業所調査による層 𝑘𝑘 及び産業、規模計における就業形態 𝑒𝑒 、性別 𝑔𝑔 のパートタイ

ム・有期雇用労働者の推計値 𝑆̂𝑆𝑘𝑘
𝑒𝑒𝑒𝑒 , 𝑆̂𝑆𝑒𝑒𝑒𝑒 をそれぞれ、以下により算出した。 

𝑆̂𝑆𝑘𝑘
𝑒𝑒𝑒𝑒 =  

𝑀𝑀𝑘𝑘

𝑚𝑚𝑘𝑘
 �𝑁𝑁𝑘𝑘𝑘𝑘

𝑒𝑒𝑒𝑒
𝑚𝑚𝑘𝑘

𝑖𝑖=1

 ,   𝑆̂𝑆𝑒𝑒𝑒𝑒 =  �𝑆̂𝑆𝑘𝑘
𝑒𝑒𝑒𝑒

𝐾𝐾

𝑘𝑘=1

 

 

以下では、𝑒𝑒 = 1 「無期雇用パートタイム」における「ある属性を有する無期雇用パートタイム

労働者の割合」の算出について記載するが、𝑒𝑒 = 2, 3の場合も同様に算出した。 

𝑛𝑛𝑘𝑘𝑘𝑘
1𝑔𝑔

：層 𝑘𝑘 における第 𝑖𝑖 番目の回答事業所のうち個人調査に回答した性別 𝑔𝑔 の「無期雇用パートタ



イム」労働者数（ただし、層 𝑘𝑘 における第 𝑖𝑖 番目の回答事業所から個人調査に回答した労働

者がいない場合は「0」）

𝑥𝑥𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘
1𝑔𝑔

：𝑛𝑛𝑘𝑘𝑘𝑘
1𝑔𝑔 のうち第 𝑝𝑝 番目に個人調査に回答した「無期雇用パートタイム」労働者のある属性の有

無（属性があれば「1」、属性がなければ「0」） 

このとき、ある属性を有する「無期雇用パートタイム」労働者の推計値 𝑇𝑇�𝑥𝑥1 及び「無期雇用パー

トタイム」労働者の総人数の推計値 𝑇𝑇�𝑦𝑦1 は、

𝑇𝑇�𝑥𝑥1 =  �𝑇𝑇�𝑥𝑥
1𝑔𝑔

2

𝑔𝑔=1

, 𝑇𝑇�𝑦𝑦1 =  �𝑇𝑇�𝑦𝑦
1𝑔𝑔

2

𝑔𝑔=1

 

𝑇𝑇�𝑥𝑥
1𝑔𝑔 = �𝑟𝑟𝑘𝑘

1𝑔𝑔  
𝑀𝑀𝑘𝑘

𝑚𝑚𝑘𝑘
 �

𝑁𝑁𝑘𝑘𝑘𝑘
1𝑔𝑔

𝑛𝑛𝑘𝑘𝑘𝑘
1𝑔𝑔  �𝑥𝑥𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘𝑘

1𝑔𝑔

𝑛𝑛𝑘𝑘𝑘𝑘
1𝑔𝑔

𝑝𝑝=1

𝑚𝑚𝑘𝑘

𝑖𝑖=1

𝐾𝐾

𝑘𝑘=1

, 𝑇𝑇�𝑦𝑦
1𝑔𝑔 = �𝑟𝑟𝑘𝑘

1𝑔𝑔  
𝑀𝑀𝑘𝑘

𝑚𝑚𝑘𝑘
 �

𝑁𝑁𝑘𝑘𝑘𝑘
1𝑔𝑔

𝑛𝑛𝑘𝑘𝑘𝑘
1𝑔𝑔

𝑚𝑚𝑘𝑘

𝑖𝑖=1

𝐾𝐾

𝑘𝑘=1

 𝑛𝑛𝑘𝑘𝑘𝑘
1𝑔𝑔
 

（ただし、 𝑛𝑛𝑘𝑘𝑘𝑘
1𝑔𝑔 = 0 の場合は、

𝑁𝑁𝑘𝑘𝑘𝑘
1𝑔𝑔

𝑛𝑛𝑘𝑘𝑘𝑘
1𝑔𝑔� = 0 として算出した。）

により算出した。また、「ある属性を有する無期雇用パートタイム労働者の割合」𝑅𝑅�𝑥𝑥1 は、

𝑅𝑅�𝑥𝑥1  =  
𝑇𝑇�𝑥𝑥1

𝑇𝑇�𝑦𝑦1
により算出した。ただし、 

𝑟𝑟𝑘𝑘
1𝑔𝑔

：層 𝑘𝑘 における個人調査による性別 𝑔𝑔 の「無期雇用パートタイム」労働者の推計値

𝑀𝑀𝑘𝑘
𝑚𝑚𝑘𝑘

 ∑  𝑁𝑁𝑘𝑘𝑘𝑘
1𝑔𝑔

𝑛𝑛𝑘𝑘𝑘𝑘
1𝑔𝑔

𝑚𝑚𝑘𝑘
𝑖𝑖=1 𝑛𝑛𝑘𝑘𝑘𝑘

1𝑔𝑔  に対する層 𝑘𝑘 における事業所調査による性別 𝑔𝑔 の「無期雇用パートタイ

ム」労働者の推計値 𝑆𝑆�𝑘𝑘
1𝑔𝑔

の比率（𝑟𝑟𝑘𝑘
1𝑔𝑔  =  𝑆̂𝑆𝑘𝑘

1𝑔𝑔 �𝑀𝑀𝑘𝑘
𝑚𝑚𝑘𝑘

 ∑  𝑁𝑁𝑘𝑘𝑘𝑘
1𝑔𝑔

𝑛𝑛𝑘𝑘𝑘𝑘
1𝑔𝑔 𝑛𝑛𝑘𝑘𝑘𝑘

1𝑔𝑔𝑚𝑚𝑘𝑘
𝑖𝑖=1 �� であり、𝑇𝑇�𝑦𝑦

1𝑔𝑔 ≒  𝑆̂𝑆1𝑔𝑔 

である） 

である。また、𝑁𝑁𝑘𝑘𝑘𝑘
1𝑔𝑔

<  𝑛𝑛𝑘𝑘𝑘𝑘
1𝑔𝑔  となる事業所がある場合は、

𝑁𝑁𝑘𝑘𝑘𝑘
1𝑔𝑔

𝑛𝑛𝑘𝑘𝑘𝑘
1𝑔𝑔� = 1 として算出した。

なお、「ある属性を有するパートタイム・有期雇用労働者の割合」 𝑅𝑅�𝑥𝑥 は、 

𝑅𝑅�𝑥𝑥  =
∑ 𝑇𝑇�𝑥𝑥

𝑒𝑒3
𝑒𝑒=1

∑ 𝑇𝑇�𝑦𝑦
𝑒𝑒3

𝑒𝑒=1
により算出した。 




